






年末に近づくこの時期は、1年間に支払っ

た医療費がいくらになるか予想がつきます。

平成29年分から、医療費控除について「セル

フメディケーション税制」を適用することが

できるようになり、従来のものといずれも適

用が可能な場合には、どちらか一方の適用と

なることから、税金がより少なくなるのはど

ちらか検討する必要があります。

1.適用対象者としての要件

セルフメディケーション税制は、健診受診

率の向上や薬局等からの医薬品購入による、

医療費の抑制を目的として創設されました。

こうした背景もあり、適用を受けるためには

その年分に「一定の取組」を行う必要があり

ます。具体的には、次のいずれかを申告者本

人が受けていなければなりません。

2.対象医薬品

対象となる医薬品は、一定のスイッチOTC

医薬品に限定されています。対象か否かは、

領収書（レシート）に明記されていますので、

判別が容易に可能です。

3.控除額

医療費控除の額は、その年の1月1日から12

月31日までの購入金額合計額のうち12,000円

を超える部分の金額（上限88,000円）です。

この購入金額は申告者本人だけでなく、本人

と生計を一にする配偶者その他の親族分も含

めることができます。

4.適用ポイント

（1）「一定の取組」の証明書を添付

確定申告の際、「一定の取組」の証明書を

添付（又は提示、以下同じ）する必要があり

ますが、要件を1.①～⑤のどれで満たすかに

より、添付する書類が異なります。例えば②

のインフルエンザの予防接種で要件を満たそ

うとする場合、当該予防接種の領収書の原本

を添付する必要があります。インフルエンザ

の予防接種代は従来の医療費控除の対象外で

あるため、領収書を手元に残さない方もい

らっしゃるでしょう。これから年末にかけて

この予防接種を受ける方は、原本の紛失に注

意しましょう。他方、③のような勤務先が毎

年行う定期健康診断で要件を満たそうとする

場合、提出する証明書が結果通知表であれば

写しで構いませんが、勤務先が発行した証明

書であるときは原本でなければなりません。

（2）明細書の記載により領収書は自己保管

確定申告の際、明細書を作成して添付しま

す。この添付により領収書の添付は不要です

が、確定申告期限等から5年間は税務署の求

めに応じて提出（提示）する必要があり、そ

の間は自己保管しなければなりません。なお、

平成31年分までは、これらに代えて領収書の

添付によることも認められています。

○ Zeimu information November 2017

従来 vs. セルフメディケーション
どちらが医療費控除として得なの？

セルフメディケーション税制の概要

①健康診査（医療保険各法等に基づくもの）
②定期予防接種（予防接種法第5条第1項に基づ

くもの）又は当該定期予防接種を除いたインフ
ルエンザの予防接種

③健康診断（労働安全衛生法第66条第1項に基づ
くもの及び結果書面提出等も含む）

④特定健康診査（⾼齢者の医療の確保に関する法
律第20条に基づくもの及び結果書面提出等も含
む）又は特定保健指導（同法第24条に基づくも
の）

⑤がん検診（健康増進法第19条の2に基づくもの）

控除額＝購⼊⾦額の合計額－12,000円
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○ Zeimu information November 2017

1.平成29年分からの改正内容

従来の医療費控除は引続き適用が可能です

が、平成29年分から手続き上の改正がされて

います。具体的には次のとおりですが、平成

31年分まではこれまでの領収書の添付による

適用も認められています。

（1）明細書の作成及び添付

確定申告の際、明細書の作成及び添付が必

要となりました。この明細書には次の（2）

と（3）に分けて記入します。

（2）「医療費の通知」による適用

保険者から送付される“医療費のお知ら

せ”など、これまで証明書類として認められ

なかった「医療費の通知」について、明細書

に記入するとともに確定申告書に添付するこ

とで、認められることになりました。ここに

記入した医療費に係る領収書の添付及び自己

保管は不要です。

（3）（2）以外の医療費とその領収書

上記（2）以外の医療費は、明細書に記入

することで領収書の添付は不要となりました。

ただし、この領収書はセルフメディケーショ

ン税制と同様、5年間の自己保管が必要です。

2.対象医療費

対象となる医療費は、【参考1】のような

診療や治療等のために支払った対価です。

3.控除額

医療費控除の額は、その年の1月1日から12

月31日までに支払った医療費の合計額から次

の①と②を控除した金額（上限200万円）で

す。この医療費には、申告者本人だけでなく、

本人と生計を一にする配偶者その他の親族の

ために支払った医療費分も含めることができ

ます。

項目別の両者の違いを【参考2】に示しま

した。どちらが得なのか、試算する以外にな

いことがお分かりいただけますでしょうか。

“修正申告”や“更正の請求”など税金を

計算し直す手続きの際、当初の確定申告時と

は別の方法によって医療費控除を適用するこ

とはできないため、最初の選択が肝要です。

適切な選択を行うために、必要な書類を早め

に集め、試算しましょう。

従来の医療費控除の改正

① 保険⾦等で補填される⾦額
例．出産育児⼀時⾦、⾼額療養費、生命保険等に係る

⼊院給付⾦）
② 10万円（その年の総所得⾦額等が200万円未満の人

は、総所得⾦額等の5％相当額）

控除額＝医療費の合計額－①－②

【参考1】対象医療費の例⽰
・ ドラッグストアで購⼊した風邪薬などの医薬品
・ 介護保険を使い、訪問介護を利⽤したときの⾃⼰負担分
・ 「おむつ使⽤証明書」がある人のおむつ代
・ 通院のためのバス乗⾞代

【参考2】セルフメディケーション税制と従来の医療費控除との⽐較
セルフメディケーション税制 従来の医療費控除

申告者本人の要件 その年分に「⼀定の取組」を⾏う必要がある 特段なし

対象医療費 ⼀定のスイッチOTC医薬品に限定 ⼀定の診療代等（セルフメディケーション税制よりも適⽤範囲は広い）

控除⾦額 12,000円を超える部分
（上限88,000円）

10万円※1を超える部分※2（上限200万円）
※1 ⼀定の所得以下は、これよりも低い場合がある。※2 保険⾦等の補填分を除く。

・ 病院で保険証を⽤いて⽀払った診療代
・ 産婦人科の病院や助産所へ⽀払った妊娠出産に係る検診、
　検査、分娩費⽤
・ ⼩児の矯正⻭科治療代⾦

どちらが得なの？
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